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AARPによる意見募集への回答：高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書に関する全体的枠組み、構成、および指針[footnoteRef:1] [1:  OHCHR、意見募集：高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書に関する全体的な枠組み、構成、および指針原則、https://www.ohchr.org/en/calls-for-input/2026/call-inputs-general-framework-architecture-and-guiding-principles-legally ] 

AARPは、高齢者の人権の促進と保障に関する法的拘束力のある文書の策定に向けた期限の定めのない政府間作業部会に対し、2026年7月13日から17日にかけて開催される第1回会合に向けて意見を提出する機会を歓迎します。 

AARPは、50歳以上の人々が加齢に伴う生き方を自ら選択できるよう支援する、世界最大の非営利・無党派の組織です。私たちは、2010年の国連総会「高齢化に関する無期限作業部会」の発足以来、高齢者の人権の促進、保障、および完全な享受を目的として、高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書の草案を策定し、人権理事会に提出することを任務とする無期限政府間作業部会の設置を決定した決議58/13に至るまで、高齢者の人権に関する議論に参加してきました[footnoteRef:2]。 [2:  人権理事会、決議58/13、高齢者の人権の促進および保護に関する法的拘束力のある文書の策定のための無期限政府間作業部会、2025年4月3日、https://undocs.org/A/HRC/RES/58/13 ] 

国際社会が長年にわたり取り組んできた成果とともに、私たちは、今回の意見募集における作業部会のアプローチを称賛します。新たな法的拘束力のある文書（LBI）の概念的枠組み、基本原則、および適用範囲に関する一般的な理解を確立することは、これまでの長年の取り組みを尊重し、高齢者自身による人権の享受を求める声に応える変革の基盤となるでしょう。
高齢者の権利世界連合（GAROP）の一員として、私たちは世界中の他の組織と協力し、高齢者の人権を支援しています。本意見は、この意見募集に応じてGAROPが提出した討議文書と整合し、その内容を補強するものです[footnoteRef:3]。 [3:  GAROP、「高齢者の人権に関する新たな法的拘束力のある文書に関する概念的枠組み、基本原則および適用範囲の可能性―概念的基礎および適用範囲に関する討議文書」、2026年1月30日、GAROP-DISCUSSION-PAPER-on-CONCEPTUAL-BASIS-AND-SCOPE-FINAL-30-Jan-2026.pdf] 

このLBIの策定は、高齢者にとってのパラダイムシフトを意味します。この転換とは、高齢者を慈善の対象、人口統計的・政策上の「問題」、あるいは市場の機会として捉えることから脱却するものです。それは権利の保有者として、人権の完全な享受を認める方向への転換です。LBIは、より良い世界へのビジョンを示す、変革の手段でなければなりません。それは権利に基づき、ライフコース（生涯）の視点を取り入れ、構造的なものであって、単なる救済措置であってはなりません。AARPは、その全体的な枠組み、構成、および指針となる原則に関する提言を共有できることを嬉しく思います。本提言はすべてを網羅したものではありません。現段階において、最も基本的な考慮事項のいくつかを強調し、推進することを目的としています。

質問1：
高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？

変革こそが、この法的拘束力のある文書（LBI）の構成原理であるべきです。それは、社会構造や意識に積極的な変化を求める、大目標（aspirations）と権利に基づく枠組みを提示すべきです。この変革は、高齢者が自らの可能性を最大限に発揮し、生活のあらゆる側面に参加できるようにするための変革です。差別やエイジズム（年齢差別）を永続させる恐れのある既存のシステムを単に修正するのではなく、制度そのものの再構築を目指すべきです。効果を発揮するためには、高齢者の人権侵害の防止や是正のみを追求するものであってはなりません[footnoteRef:4]。 [4:  同上を参照。] 


質問2：
高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？

高齢者の権利を効果的に保護するための基本原則の一つは、高齢という概念が社会的につくられたということです。高齢であること、あるいは高齢であると見なされることを理由に、人権を完全かつ平等に享受する上で障壁に直面している人々は、この法的拘束力のある文書（LBI）によってその人権が促進され、保護されるべきです。この法的拘束力のある文書は、高齢という概念の社会的定義を採用すべきです。 対人関係に表れるものでも、制度に存在しているものでも、社会的に構築された高齢者差別、すなわちエイジズムという障壁は、高齢者が自らの権利を行使することを妨げており、これは「既存の国際規範では十分にカバーされていない」ものです[footnoteRef:5]。このLBIは、加齢は自然で普遍的な人間の経験の一部だと理解すべきです。 [5:  OHCHR、高齢者に関する国際人権法の規範的基準に関する2012年の分析的成果研究の更新、https://tinyurl.com/msce7jxa  ] 

高齢という概念が社会的に構築されたものだという認識を欠いては、LBIはその目的を果たすことはできません。もしLBIが恣意的な暦年齢の基準を採用すれば、人権の促進と保護を受けるべき一部の高齢者が、それを受けられなくなるでしょう。
このような社会的構築の概念の活用は、「障害」を「進化する概念であり、障害とは、機能障害のある人と、他者と平等な立場で社会への完全かつ効果的な参加を妨げる態度や環境上の障壁との相互作用から生じるものである」と認める「障害者権利条約」において、すでに確立されています[footnoteRef:6] 。社会的構築の概念を採用することにより、高齢期のすべての人が、このLBIに示された人権を享受できるようになります。  [6:  UNCRPD、前文(e)項。https://tinyurl.com/2ajeazfy ] 

参加は、効果的な保護を確保するためのもう一つの核心的な原則です。このLBIは、高齢者の実体験に基づいて策定され、それに応えるものでなければなりません。参加は、このLBIにおいて十分に詳述されるべき権利であり、また、その策定作業の方法にも反映されなければなりません。高齢者およびその代表組織による起草プロセスへの完全かつ有意義な参加と関与は、権利であると同時に、この条約の正当性と有効性を確保するための不可欠な要素です。
救済の権利がなければ、LBIは効果を発揮できません。LBIは、国家・公的機関または民間主体によるLBIに盛り込まれた権利および自由の侵害に対し、国内法に基づく救済を受ける権利を含む、司法へのアクセス権を明示的に保障すべきです。救済措置は、障害のある高齢者、識字能力の低い高齢者、デジタル技術へのアクセスが限られている高齢者、あるいはその他のアクセス障壁に直面している高齢者を含め、すべての高齢者が利用できねばなりません。
高齢者に特有の人権はいくつかありますが、累積的影響の原則は、冒頭で言及するほど重要なものです。LBIは、高齢者が生涯を通じて経験してきたことが、高齢期における権利の享受に重大な影響を及ぼし得ることを認識すべきです。これは高齢者の権利における独特な側面であり、原則およびLBI全体に反映されるべきです。 
最後に、LBIは当然ながら既存の人権規範を再確認するとともに、高齢者が人権を享受する上で、それらの規範が適用される際の構造的な格差に対処すべきです[footnoteRef:7]。 [7:  GAROP、「高齢者の人権に関する新たな法的拘束力のある文書のための概念的枠組み、基本原則および想定される範囲―概念的基礎および範囲に関するディスカッションペーパー」、2026年1月30日、GAROP-DISCUSSION-PAPER-on-CONCEPTUAL-BASIS-AND-SCOPE-FINAL-30-Jan-2026.pdf] 

[bookmark: Remedy] 
質問3
法的拘束力のある文書（LBI）は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体的な構造や枠組みを採用すべきか。例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか。

LBI の構造的要素に、変革と人権の平等な享受をふまえた前文、高齢という社会的構築を反映した定義、一般的原則、一般的義務、および説明責任と救済規定を含めるべきです。
高齢者の人権に関するこのLBIは、構造的な変化への全体的なビジョン、実質的な権利、国家の義務、および説明責任に関する国内・国際的な枠組みを盛り込んだ、総合的なものであるべきです。また、高齢者が他の人々と同等の立場で、いかなる差別も受けずに人権と基本的自由を享受することを明記し、一連の人権と自由の確認事項を含めるべきです。 権利の確認には、保障された権利を促進、尊重、保障、および実現するという締約国の義務に関する明確な記述が伴うべきです。

また、民間主体が高齢者の人権を侵害しないよう確保するために必要なあらゆる措置を講じ、この点に関する積極的義務を履行するという締約国の義務も、明示的に規定すべきです[footnoteRef:8]。 [8:  同上を参照。] 


（翻訳・佐藤久夫、　　　　）
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